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本県における高齢者救急医療の位置づけ
第７次神奈川県保健医療計画
○高齢化の進展に伴う高齢者救急の増加に対応するため、引き続き二次救急医療
機関等を中心に急性期治療経過後のリハビリテーション機能を担う回復期リハビ
リテーション病棟や在宅等急病時の入院受入れ機能を担う地域包括ケア病棟への
転換を促進し、高齢者救急における地域完結型医療を推進する。

○在宅・介護施設等の患者の急病による「時々入院」が、在宅医療を担う診療所
との病診連携のもと、地域内で切れ目なく完結されるよう、緊急時の入院受入れ
機能を担う在宅療養（後方）支援病院の量的確保を推進する。

○患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療が患者・家族、医療・介護
提供者の合意形成のもと適切に提供される医療体制のあり方について議論を深め、
実施方策を含め検討する。
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国庫補助の概要※R1年度WG資料より

＜医療施設運営費等補助金︓病院救急車活用モデル事業＞
○高齢者の救急患者が増加の一途を辿ると考えられる地域等において、救急救命士が同乗した病院救急車を実際に運用し、地域の救急医療
体制に与える効果の検証を行うために必要な経費を補助する。

基準額 １か所あたり１１，２５２千円

対象経費 人件費、旅費、諸謝金、印刷製本費、会議費、通信運搬費、運転手確保経費、自動車維持費 等

補助先 都道府県(間接補助先︓市町村、医療機関(二次救急または三次救急)
補助率 １／２（国１／２、事業者１／２）
創設年度 令和元年度

運営方針

①協議会の設置(構成︓行政、地域医師会、消防本部、医療機関、高齢者施設 等)

②同乗する救急救命士の役割と具体的な業務内容、MC体制の確立及び地区MCとの連携体制の明確化

③搬送の対象は、緊急性は必ずしも高くないが、搬送途中に医療行為の継続が必要等、
急変の可能性がある患者（消防救急車による搬送を要しない患者）

※ 緊急度の高い患者は従前通り消防救急車により対応。
※ 病状変化のない患者に対する単なる送迎については本事業の対象としない。

事業報告書の
作成

事業実施者は事業実施後に、モデル事業の実施内容、効果、課題等の検証結果等を厚生労働省に報告する。
①病院救急車運営に係る関係者間の合意に関する課題
②医療機関の有する病床の有効活用について
③消防機関及び救急医療機関の救急業務への効果（労務軽減等）について
④住民や救急医療関係者における事業への満足度
⑤事業継続に関する課題 等
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経緯（１） 令和元年度〜令和２年度
【令和元年度】
○国庫を活用した令和３年度からの事業開始を目指し実施条件や選定地域の検討を進める
こととした

【令和２年度】
○事業の実施意向調査を実施し、実施事業者を選定
○８病院からの実施意向に対し、国の予算額を踏まえ、神奈川県の補助予定事業者を
３病院選定

○選定した病院において令和３年度から事業を実施することで決定

医療圏 所在地 対象地域 医療機関名
横浜 戸塚区 戸塚区内 戸塚共立第１病院
川崎南部 幸区 幸区・川崎区等 川崎幸病院

湘南東部 茅ケ崎市 茅ヶ崎市内 湘南東部総合病院
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経緯（２） 令和３年度
【令和３年度】
○令和２年度に決定した３事業者を申請し、国に採択された
○新型コロナウイルス感染症の影響もあり、当初の予定通りの開始ができなかった病院があった
○最終的に湘南東部総合病院が辞退し、２事業者での実施となった

医療圏 所在地 対象地域 医療機関名 実施状況

横浜 戸塚区 戸塚区内 戸塚共立第１病院
令和３年12月から実施
○コロナにより、関係機関との調整が難航し、12月からの
開始となった。

川崎南部 幸区 幸区・川崎区
等 川崎幸病院 令和３年４月から実施

湘南東部 茅ケ崎市 ー 湘南東部総合病院
【辞退】
○新型コロナウイルス感染症の影響により、関係機関等との
調整がつかなかったため辞退となった。
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病院救急車活用モデル事業イメージ※R1年度WG資料より

病院救急車保有病院は、①地域のかかりつけ医を支援し、②地域のハブ機能を担い、
③地域に開かれた病院救急車、であることが求められる。⇒ 公益性の確保が課題
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実施事業者選定の考え方（１）
以下の考え方に基づいて候補事業者を評価し、評価の高い事業者を選定した。

○二次救急医療機関からの提案を尊重し、三次医療機関は対象外とする

○民間医療機関の提案、在宅機能を有する「社会医療法人」「在宅療養後方支援病院」
「在宅療養支援病院」の提案を尊重する

○事業計画の事業搬送予定件数において、地域の病院救急車としての公共性の高い搬送（自院
以外への搬送）を担う割合が高く、地域の医療機関（主に開業医）との連携による当該モデル
事業の実施が期待できる医療機関を評価する
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実施事業者選定の考え方（２）

【事業実施計画における「公共性の高い搬送」の割合】(b+c)／a

○川崎幸病院 71.4％ (150+100)／350≒0.714

○戸塚共立第1病院 28.2％ (20+200)／780≒0.282

事業実施予定
件数（a）

在宅・施設から
他医療機関へ
の搬送（b）

他医療機関か
ら他医療機関
への搬送（c）

在宅・施設から
自院への搬送
（d）

他医療機関か
ら自院への転
院搬送（e）

自院退院患者
の他医療機関
への搬送（f）

川崎幸病院 350 150 100 50 50 0

戸塚共立
第1病院 780 20 200 0 200 360
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事業実績（１） 川崎幸病院 1/2
【実施期間】
令和３年４月１日〜令和４年３月31日

【搬送対象等】
①当院が搬送元または搬送先となる搬送
運用時間帯︓終日 対象地域︓関東全域、東海地方

②転院搬送に伴う他医療機関から他医療機関への搬送
運用時間帯︓9:00〜16:00（全日）
対象地域︓幸区・川崎区等、川崎幸病院を中心とした片道15分圏内

【人員体制】
診療部門︓救急科医師（指示医師。疾患に応じて他の診療科医師が指示医師となる場合あり）
搬送人員︓病院所属救急救命士２〜３名での出動（指示医師１名同乗の場合もあり）
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事業実績（１） 川崎幸病院 2/2
【事業実施結果】
○搬送依頼件数︓941件
（内訳︓一般入院18件、レスパイト入院0件、検査入院21件、胃瘻交換0件、その他902件）

○搬送実施件数︓901件（不搬送40件）

○事業実施結果における「公共性の高い搬送」の割合（b+c）／a

⇒0.1％ (0+1)／901≒0.0011

事業実施件数
（a）

在宅・施設から
他医療機関へ
の搬送（b）

他医療機関か
ら他医療機関
への搬送（c）

在宅・施設から
自院への搬送
（d）

他医療機関か
ら自院への転
院搬送（e）

自院退院患者
の他医療機関
への搬送（f）

事業実績 901 0 1 4 537 359

（参考）
実施計画 350 150 100 50 50 0
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事業実績（２） 戸塚共立第１病院 1/2
【実施期間】
令和３年12月１日〜令和４年３月31日

【搬送対象等】
戸塚区内の医療機関から神奈川県内の医療機関への搬送
運用時間帯︓平日8:30〜17:00

【人員体制】
救急救命士１名、事務職員（運転手）１名の２名体制
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事業実績（2） 戸塚共立第１病院 2/2
【事業実施結果】
○搬送依頼件数︓56件（内訳︓一般入院56件）
○搬送実施件数︓56件

○事業実施結果における「公共性の高い搬送」の割合（b+c）／a

⇒23.2％ (2+11)／56≒0.2321

事業実施件数
（a）

在宅・施設から
他医療機関へ
の搬送（b）

他医療機関か
ら他医療機関
への搬送（c）

在宅・施設から
自院への搬送
（d）

他医療機関か
ら自院への転
院搬送（e）

自院退院患者
の他医療機関
への搬送（f）

事業実績 56 2 11 1 20 22

（参考）
実施計画 780 20 200 0 200 360
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事業の評価

公共性の高い搬送（自院以外への搬送）の割合が低く、期待された運用とはならな
かった。

【考えられる要因】
○事業の趣旨について、事業者及び地域（関係医療機関、施設、行政消防等）への
浸透が不十分だった。

○新型コロナウイルス感染症の感染拡大期と重なり、地域で十分な議論ができな
かった。

○車両を保有する病院が中心となる運用スキームであったため、搬送先の調整の手
間などから、自院への搬送に偏りがちとなった。
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13

説明は以上です。


